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概況

当期におけるわが国の景気動向は回復基調にあるといわれるものの、ゼロ金利政策や公共投資などの経

済政策に支えられ未だ自律的な回復軌道には乗り切れていないとの見方が大勢である。こうした経済環境

の中で、株式市場においては白経平均株価が2万円台に乗せたまま期末を迎えることとなったが、鶴品先

物取引業界においても出来高が増加し、商品取引員各社の業績も総じて堅調に推移したということができ

る。

平成11年度における商品先物車引業界をめぐる動きを顧みれば、次のとおりである。

第 lに、冨際水準の商品先物市場を整備することを目的として平成10年4丹に改正された高品取引所法

が平成11年 4月 l臼より施行されたことである。わが畠の商品先物市場を取り巻く環境は、近年、経済の

ボーダレス化、経済全般での各種の事業規制の緩和、経済構造改革、金融システム改革の進展等により大

きく変化している。商品先物市場の果たすべき役割について、平成8年12月に閣議決定された「経済構造

の変革と創造のためのプログラム」では、商品先物市場については、 f公正かっ透明な髄格指標及び、リス

クへッジの場を提供することにより高品の流通における市場メカニズムを覧徹するための産業基盤であ

る」とされた。また平成10年 l月の商品取引所審議会答申においては、 「市場の利便性の向上」及び「市

場の信頼性の向上j の視点から改革を進めることが必要であるとされ、それらの認識に基づき法改正が行

われた。異体的には、新規上場の円滑化、各商品取引所における市場取引監視委員会の設置、 2005年から

の委託手数料の完全自由化、委託の取次ぎの解禁、自主規制機関の機能の強化、店頭商品デリパティブ取

ヲ！の解禁などである。

第2に、新規閤品の上場が相次ぎ、このことと相まって出来高が過去最高を記録したことである。平成

11年7月には東京工業品取引所にガソリンと灯油、 11丹には中部商品取引所に鶏卵と関門商品取引所にブ

ロイラ一、平成12年 1月には中部商品取引所にガソリンと灯油がそれぞれ上場された。この結果、全国の

閤品取引所の年度間出来高は、前年度比17.8%増の 8,828万枚と過去最高を記録し、石油商品は立金属、

農産物に次ぐ 3番目の出来高シェアを占めた。

なお、平成12年度においては、非遺伝子組換え（NON=GMO）大豆、国際生糸（生糸オフショア）、原油等

の新規上場が予定されている。

第3に、いわゆる「導業型商品取引員」において、経営の多角化がより一層進んだことである。証券業

務への直接の進出や証券会社への出資等による間接参入が見られたほか、外国通貨証拠金取引の受託を行

う社が30社近くに及ぶなど、菌品先物の受託以外の収益源の確保に乗り出す動きが顕著になってきた。ま

た取次ぎの解禁等により証券会社の商品取引員参入も見られるなど、今後、こうした業態の多様化はさら

に進展するものと思われるc

第 4に、政府においては、規制緩和の時代にふさわしい「消費者のための新たなシステムづくり j を目

指して「消費者契約法J （仮称）の制定への動き並びに、金融関品の横断的な販売・勧誘ルールなどを定



める所謂「金融サーピ．ス法」的な法律の制定に向けた動きが見られた。商品先物取引業に関しては、平成

10年の改正法において、すでに、それらの法律が目的とする消費者保護（委託者保護）の水準は措置済み

ではあるが、政府におけるこうした動向に鑑みれば、 i出品llx引践においては、法令等のj生守がより一層求

められている。

第 5に、東京エ業品取引所（東工lfx）立金属市j誌のパラジウムの儲絡が、ロシアにおける供給不安に端

を発し、邑動車排ガス規制や携帯市話の急増によるお要の塙大等の要因も加わって、平成11年末頃から暴

脱。平成12年の大発会から 2月23日までの 2カ月弱の！日jに約80%も師栴が上昇、 13臼間連続してストップ

高となり違約の懸念が高まったため、東工取はついに組編制限をゼロとし取引価格を国定。実質的に市場

を凍結するに歪った。この措罰により、違約は免れたものの市｝号機能が停止することとなり、市場管理の

あり方をはじめ臨品先物取引の誌制度を巡って椋々な問題を投げかけることとなった。

以下、平成11年度における本会の事業について報告する。
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I .協会設立に関する事項

先物協会の設立

平成10年 1月の商品取引所審議会の答申「鶴品先物取引制度の改革について」を踏まえて、周年 4月、

商品取引所法が改正された。この改正は、国際水準の商品先物市場の構築を目指して、市場の利便性及

び信頼性の向上を図る観点から商品先物取引に係る制度全体の見直しを行ったものであり、市場の利便

性向上に関しては、商品取引所の会員・商品取引員資格の見直し、商品先物取引の委託の取次ぎ等業務

規制の緩和、委託手数料の自由化、試験上場手続きの見重し等新規上場の円滑化等が図られ、一方、信

頼性向上に関しては、委託者保護を強化するため、適合性｝反射の導入、受託業務における誠実・公正義

務の導入、フロントランニングの禁止等が規定され、さらに監視・監督体制及び紛争処理体制の充実を

図るため、取引所における市場取引監視委員会の設罰、自主規制機関の法的位置づけの強化、法令迩反

に対する罰射の強化が行われた。

この改正に対応するため、（紛日本語品取引員協会は平成10年 6月の第7回通常総会において、同協会

を受託業務に係る自主規制に特化した高品取引所法に基づく認可法人に改組し、合わせて業界張興事業

を担うため新たに任意団体を設立するとした新体制の骨格索を決定。その後7月に、新体制の具体化に

向けて新体制準儲特別委員会及び同委員会の下に組械部会（所掌倹討事項－新自主規制団体及び娠興団

体の定款索の作成、両国体の予算脱掠等）、自主規制部会（同：自主規制・外務員登録・紛争処理に係

る規程祭の作成等）、張！？！！部会（同－制度政策・企画調主・広報等振興盟体の事業等）の 3部会が新た

に設置され、間年 9月より本格的な検討が開始された。

各部会では、それぞれの所：うをするまJ~項について鋭意検討を重ね、新体制準縮特別委員会ではこれを受

けて総括的に審議したが、このうち張輿団体の設立に関しては、新体制準備特別委員会及び関連部会で

の審議結果を踏まえ設立発起人会にその検討の場が引き継がれることとなり、平成11年 1月四日の第 1

回設立発起人会において、多々良義成豊商事（械会長を発起人代表に選出。さらに 2月4日の第2田発起

人会及び2月23日の第 3自発起人会において、振興団体の設立趣意書、定款索、事業計画・収支予算案

が策定され、直ちに設立総会の開催が通知された。

間年3月108、設立総会が開催され、設立趣意昔、定款、平成11年度事業計画書及び収支予算昔、入

会金及び会貨の額並び‘にその徴収方法、役員の選任、事務所の設置場所が承認され、同年4月 l筒、高

品取引員 106社を会員とする日本商品先物披興協会が発足した。
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II .総務 関係事項

1 .平成11年度の事業計画・収支予算

(1）事業計麗

設立初年度である本年度の事業計画は、①j留品先物取引制度の改善等に係る企画立案、②高品先物

取引に係る調査研究、＠商品先物取引に係る広報、の 3つの主嬰事業の有機的連繋を園るとの基本的

考え方により策定。平成11年 3月10日開催の設立総会において承認された。その概要は、以下のとお

りである。

①企画立案事業については、（社）日本賄品取引員協会において検討されてきた手数料自由化への対応、

先物取引所得に係る税制要望の推進等の課題を継承するとともに、新規事業として、中長期ビジョ

ンの策定等を追加した。

②調査研究事業については、会員の営業活動の伸麗等業界活性化のための政策提言や広報活動との

関連において、理論武装に資するため、より自的窓識を明確に調査・研究を行うこととした。

③広報事業については、会員の営業活動の円滑な展開に資するための新たな広報戦略を策定した上

で、これに則してポイントを絞って実胞していくこととした。

(2）収支予算

本年度の収支予算は、（社）日本語品取引員協会の新体制準備特別委員会において決定された予算の大

枠を基に、本年度事業計阪の遂行に必要な経費を算定し、事業費2位 5千9百万円、事業所費2億円

の経常的支出のほか、設立初年度のみの支出として創立費2千 8百万円、敷金支出 l千9百万円、運

営準備金繰入支出 3位 4千7百万円を計上、予算総額8億 8千 5百万円とし、事業計画とともに平成

11年3月10B開催の設立総会において承認された。

2.入会金及び会費

本会の入会金及ひ‘会費の額については、平成11年 3月10日開催の設立総会において、次のとおり承認

された。

(1）入会金

会員については 1社10万円とし、準会員については徴収しないこととされた。

なお、定款附則の規定により、｛紛日本商品取引員協会の会員又は賛助金員であった者は定款に規定

する入会手続きを経ることなく本会の会員又は準会員となるものとし、その場合においては入会金を

融収しないこととしているため、設立時の会員に係る入会金はO円である。

(2）会費

告会員に係る会費

会員に係る会費は、定額会費及び定率会費とし、定額会費は月額 l万丹、定率会費の予納額は売

貿枚数1枚につき 4円とした。

②準会員に係る会費

準会員に係る会費は定額会費のみとし、月額1万丹とした。
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3.役員の選任

(1) 役員の選任

平成11年 3月10日開催の設立総会において、次のとおり、理事25名、監事4名が選任された。

会長 多々良義成 豊商事（栂会長

副会長 下山矯寄男 側サンライズ貿易会長

理事 飯田克己 東京ゼネラル（掬社長

理事 石川清助 洗陽フューチャーズ（総社長

理事 大庭忠夫 エース交易（総社長

理 間 景俊 間藤癌事（掬社長

E里 鴛 j毎美裕 協栄物産閥会長

E塁 Jll 路耕 三貴賄事側会長

理事 坂井康 明 フジフューチャーズ樹社長

理事 佐藤陽 紀 側ハーベストフューチャーズ社長

理事 清水 1壱 カネツ商事（掬社長

E里 高木保男 クやローパリー側 社長

理事 武田譲一 オムニコ側社長

理 井喜雄 陣地欄社長

理事 戸舘勇 オリオン交易（梼社長

理 中川克則 北辰物産側社長

理事 西田昭博 側タイセイ・コモディティ 社長

理 藤田店右 フジチュー刷会長

理事 一家勝明 日本ユニコム（機会長

E皇 細金錦生 （紛小林洋行会長

理事 宮本 勇 （掬アサヒトラスト 社長

E里 村崎 第一商品側会長

理事 村橋 賓 丸村（梼社長

理事 和田勝秋 ＝菱商事フューチャーズ側社長

理事 秋田 iiき 日本商品先物張興協会事務島

よ陸江七主 太 田幸作 日進貿易制社長

監事 期本安明 岡安商事側社長

監事 木下 縫 （械三宮商店社長

監事 鈴木敏夫 明治物産（梼社長

（注）所属会社における役職は、就任当時のもの
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(2）役員の異動

期中における役員の異動は、次のとおりである。

＼＼＼  氏 名 よヨミ〉、 貝 名 事由 異動年月日

理事 和田勝秋 コ菱臨事フューチャーズ掛 辞任 平成11年 8月16日

E里 村崎 稔、 第一商品（紛 辞任 平成11年 9月 9日

理事 中川克別 北震物産（紛 辞任 平成12年 3月25日

4. 委員会

(1）需生委員会の設置

第 1回理事会（平成11年 4月8臼開催）において、 「常設委員会及び、特別委員会規則Jの制定が承

認されたことに伴い、総務委員会、制度政策委員会、広報委員会の 3つの常設委員会が設置され、各

委員会の委員長が選任された。

また、各委員会の委員については、委員長の推薦を受け、平成11年 4月27日に委嘱した。

各委員会の委員長及び委員は、次のとおりである（所属会社における役職は、就任当時のもの）。

【総務委員会】 14名

委員長 細金錦生 （紛小林洋行会長

副委員長 武田譲一 オムニコ欄社長

委 貝 飯田克己 東京ゼネラル（掬社長

委 貝 大庭忠夫 エース交易側社長

委 員 鴛 j毎英裕 協栄物産（扮会長

委 員 川路耕 二ご貴商事（機 会長

委 貝 河島 毅 三井物産フューチャーズ（掬社長

委 員 坂井康明 フジフューチャーズ（総社長

委 貝 隅井賢二郎 間藤蕗事（械副会長

委 員 井喜雄 問地（粉社長

委 E広コヨ 舘勇幸 オリオン交易掛社長

委 良 西田昭博 L槻タイセイ・コモディティ

委 員 橋本高明 日商岩井フューチャーズ（掬社長

委 宮本 勇 （紛アサヒトラスト 社長

昨日度政策委員会】 14名

委 一家勝明 日本ユニコム側会長

副委員長 坂井康明 フジフューチャーズ（紛社長

副委員長 佐藤陽紀 側ハーベストフューチャーズ社長

委 民 岡地和道 陣地（扮専務

委 員 加藤雅 間藤賄事（紛専務

6 -



委 民 湾島 毅 コ井物産フューチャーズ掛社長

委 員 清水 清 カネツ商事（梼社長

委 貝 橋正光 朝日ユニバーサル貿易側社長

委 員 多々良賞夫 豊商事（紛社長

委 主主 中島秀 第一商品（紛社長

委 貝 藤田栄作 フジチュ一樹社長

委 貝 村上久広 コ＝貴商事（掬社長

委 貝 和田勝秋 コ菱商事フューチャーズ（総社長

委 民 宇佐美 j羊 一橋大学商学部客員教授

［広報委員会】 14名

委 長 高木保男 グローパリー（紛社長

副委員長 清水 j青 カネツ商事（総社長

委 員 新井紀夫 大起産業側社長

委 員 石 川i清助 洗陽フューチャーズ掛社長

委 貝 大数加祥平 ダイワフューチャーズ（扮社長

委 民 太田幸作 日進費易側社長

委 貝 大庭忠夫 エース交易欄社長

委 員 岡本安明 岡安商事（梼社長

委 貝 北山 明 側サンライズ貿易社長

委 貝 久保勝長 日光商品欄社長

委 貝 佐藤陽紀 側ハーベストフューチャーズ社長

委 貝 鈴木敏夫 明治物産側社長

委 員 中 Jll 克則 北辰物産（掬社長

委 Eミ 西田昭博 側タイセイ・コモディティ 社長

(2）特別委員会の設置

第2回理事会（平成11年7月8日開催）において、ビジョン検討特別委員会を設置（設置期限：

成12年 3月）することが承認され、平成11年10月8日、以下のとおり委員17名を委嘱した。

【ビジョン検討特別委員会】

委 長 一家勝明 日本ユニコム掛会長

委 貝 石川湾助 洗顔フューチャーズ側会長

委 貝 岡地和道 同地（掬専務

委 員 加藤雅 間藤商事（掬専務

委 員 向島 毅 コ井物産フューチャーズ（総社長

委 員 坂井康明 フジフューチャーズ欄社長
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委 民 佐藤陽紀 側ハーベストフューチャーズ社長

委 員 清水 i青 カネツ商事関社長

委 貝 白木啓勝 ＝ご菱韻事フューチャーズ｛総社長

委 民¢コ 高橋正光 朝日ユニバーサル貿易側社長

委 員 多々皇賞夫 豊商事（槻社長

委 員 中島秀男 第一高品側社長

委 貝 藤田栄作 フジチュ一樹社長

委 貝広コ 古 JIi笹己 高成プライムキャピタルフューチャーズ（栂社長

委 員 前田芳麗 東京ゼネラル（械専務

委 貝 キす 久広 コ貴臨事側社長

委 貝 字佐美 洋 一橋大学商学部客員教授

(3）委員会委員の異動

期中における委員の異動は、次のとおりである。

委員会名 氏 名 白 異動年月日

制度政策委員会 委員 和田勝秋 辞任 平成11年 8月16臼

委員 白木 啓 勝 新任 平成11年 8月188I 

広 報委員会 委員 久保勝長 辞任 平成12年2月7臼

委員 中 Jll 克則 辞任 平成12年 3月25日

5. 会員懇談会の開催

本会の事業活動内容について会員に題知を図るとともに、事業の運営・推進にあたって会員の意見・

要望を積極的に反映させるため、次のとおり会員懇談会を開催した。

【平成11年7月】

テーマ：日本商品先物振興協会の活動について

平成11年 7月5日 臼本商品先物取引協会（日間協） 2階会議室

7月12日 中部商品取引所4階中会議室・帝国ホテル大阪4階 f牡丹の間」

【平成12年2月】一一一日商協と共同開催

テーマ：商品先物取引業の観中期ピジョンについて

平成12年 2月7日 日荷協 2階会議室

2月 9ヨ ホテル日航大阪4階 f孔雀の間J

2月10日 中部臨品取引所4階中会議室

6. 会員の異動

設立時（平成11年 4月 1日）現在における本会の会員は 106社であったが、期中において次の異動が

口百



あり、平成12年3月31臼現在の会員数は 104社となった。 (18ページ資料 l「会員名簿」参照）

(1）加入

メ〉、
:A 員 名

高成プライムキャピタル証券側

今 村 証 券 掛

(2）脱退

メ:z"-工 員 名

兵 庫米穀（槻

側 ト ーメ ン

（掬西国コ郎商店

蚕 糸周旋（紛

(3) 商号の変更

新 鴎 τEヨコ

ジャイコム（鮒

側共和トラスト

スターフューチャーズ証券側

サン・キャピタル・マネジメント（扮

キングコモディティ証券（総

アスカフューチャーズ側

(4）会員代表者の変更

メヱ与工、 員 名

（紛新日本貴志

東京都中央食糧協同組合

山梨商事側

ジャイコム（槻

北辰 商 品 欄

上毛 撚 糸 欄

（関ユニテックス

側 酉田二郎商店

（紛ナカ ト フ

明倫社側

山大関事側

コ菱商事フューチャーズ側

会員代表者名 ｜ 加入年月日

代表取締役社長藤井史郎 j平成1削月 9日

代表取締役社長今村九治i平成12年1月25日

由 脱退年月日

受託業務の廃止 平成11年8月30日

受託業務の廃止 平成11年9月30日

合併による消滅 平成11年10丹20日

受託業務の廃止 平成11年12月28日

l日 鶴 τZコ5 変更年丹臼

大阪卸衣料（掬 平成11年5丹31日

山梨閤事側 平成11年7月初日

国際トレーテ会ィング（総 平成11年8月2日

サントレード側 平成11年9月16日

明倫社（槻 平成11年10月 l日

！大石商 側 平成11年11月22臼

新代表者名 田代表者名 変更年丹臼

鈴木二＝夫 山下憲祥 平成11年5月 lEl 

高 橋 圭 司 箭内征一郎 平成11年5月24日

村石 茂 霜村昭平 平成11年5月28臼

田 川 j羊 川崎宏ニ 平成11年6月 1El 

長 畠 敏 彦 上田 明 平成11年6丹28日

倉義彦 坂本宏之 平成11年6丹羽田

i橋本 陸 原田浩一 平成11年7月 1日

水野立青再 西田主計 平成11年7月23日

溝 部 英 賓 痛藤 宏 平成11年7月訪日

鈴木寛典 田中 衛！平成11年7月初日

田中 衛 ニ原博之 平成11年7月30El 

白 木 啓 勝 和田勝秋 平成11年8月16El 
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メ三2泳' 員 名 新代表者名 旧代表者名 変更年月日

太知高 （栂 鈴木明夫 古川昭夫 平成11年10}31日

（栂コーワフューチャーズ 須藤和民 大 松 由 畠 平成12年2月21日

キングコモディティ証券（槻 関田光雄 鈴木寛典 平成12年2月22日i
北辰物産（掬 怯 尾 碕 男 中 Jll 克！＇） lj 平成叩月25日l
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ill. 事業活動に関する事項

1.商品先物取引制度の改善及び会員の経営改善に係る金酒立案事業

( 1）商品先物取引業の短中期ビジョンの策定

平成11年9月より 9田にわたりビジョン検討特別委員会において検討を行い、会員懇談会での会員

意見を折り込み、平成12年2月、 「2005年までの商品先物取引業の短中期ビジョン一一振興シナリ

オと取組諜題総括一一」を策定。第6由理事会（平成12年 3月9日開催）において承認された。

(2) 先物取引所得に係る税制要望

平成11年 9月、従）全圏西品取引所連合会（全商連）と合同で、自由民主党税制調査会に対し、語品

先物取引及び商品オプション取引に係る損益について申告分離課税とし、有価証券の譲渡損益との通

算を可能とすること等についての要望書を提出した。

この結果、自由民主党平成12年度税制改正大綱において、 「わが国金融・証券市場が活力があり、

透明性、公正性、効率性の高い市場として飛躍していくため、また、商品先物市場が屈際水準を目指

して飛醒していくため、その市場整備にあわせて、金融酪品及び先物取引（臨品先物取引を含む）等

に対する課税の適正化について、税負担の公平・中立性等の観点を踏まえつつ、国税、地方税を通じ

検討を行う」こととされた。

(3）手数料自由化に係る対応（大口取引に関する調査の実施）

主務省からの平成11年 3月初日付け「大口の取引に係る委託手数料の自由化」によりタイムスケ

ジュール等が示されたことを受け、手数料自由化の対象となる大口取引の水準を調査するため、全商

連と合間で、 5～ 7月にかけて、専業型商品取引員に対し、大口取引の実態調査を実施。その調査結

果について、会員代表者あて報告した。

(4）利便性の向上に係る要望

会員に対するアンケート調査結果を踏まえ、制度政策委員会及び理事会での検討を経て、平成11年

9月16日、全商連に対し、 「国際商品の立会い場節の増設等j及び「純資産額の基準額の見直しJに

ついて要望した。

この結果、東京穀物商品取引所において、平成12年2月1日よりとうもろこし及びコーヒ一生豆の

立会い場節が増設された。また、純資産額の基準額の見誼しについては、全開述から主務省に対し要

望書が提出された。

(5) 政省令の改正に伴う対応

①商品取引所法対照法令集の配付

改正商品取引所法に係る政省令が改正されたことから、商品取引所法条文及びこれに対応する同

法随行令、施行規制等をm11返した対照法令集を全商述と共同により作成し、会員のほか関係機関に

配付した。

②改正政省令に係る説明会の開催（日間協と共催）

改正政省令及び従来の通達に代わり新たに主務省から示された「事務ガイドラインJについて、

会員を対象に次のとおり説明会を開盤。主務省担当宮からの説明が行われた。

平成11年4月比臼 J Aホール
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平成11年4Jj16日 中部商品取引所

平成11年4月16日 大阪府農林会館

③ 「事務ガイドライン」に係る要望及び会員への周知

主務省に対し、 「事務ガイドラインj に係る意見及び要望書を計 4＠］提出し、その回答について、

会員あて通知した。さらに、新たな法定帳簿である「委託者J.l!J資産管理台程」について、（社）商品取

引受託積務補撞基金協会（補償基金協会）と述名で、計2回要望書を提出し、その回答について、

会員あて通知した。

(6) セミナーの開催

① JCFI Aトップセミナー

－第 1田 平成11年7月28El （会場・東京穀物翻品取引所2階会議室）

講演「会計ビ、ック、、パンと商品取引員経営への影響について」

朝日監査法人 代表社員佐藤正典氏

社員 宮裕氏

シニア 文野清正氏

・第 2@] 平成11年11月24日（会場：大阪東急ホテル）

平成11年11月26El （会場：ロイヤルパークホテル）

講演「手数料自由化から 1ヵ月」

光世証券（紛 社長 巽塔朗氏

講演「勝つための営業とはなにか」

朝日ソーラー販売｛掬社長 林武志氏

②消費者契約法に関するセミナー（日商協と共催）

平成11年12月20日（会場：東京穀物商品取引所2階会議室）

講演「消費者契約法（仮称）の内容と商品先物取引に対する影響」

弁護士・聖心女子大学教授升田純氏

2.調査研究に関する事業

(1) 先物取引制度に係る調査

商品先物取引業の短中期ビジョンの検討を行うに当たり、基礎資料の作成、クリアリングハウス制

度導入等の今後の業界の発展、振興のための具体的対応策に係る調査研究を（紛三和総合研究所に委託

した。

(2) 外聞通貨証拠金取引（ F X等取引）に係る調査

改正高品取引所法の施行、金融システム改革法の施行等を契機に、商品取引員の業務の多様化の進

展のーっとして外層通貨証拠金取引 CFX等取引）の受託業務への取組が顕著となっていることから、

その実態を把握し会員の参考に資するため、外盟通貨証拠金取引（FX等取引）に係る調査を会員を

対象に行った（中間集計は、平成12年 4月）。

(3）税制に係る調査

，平成12年度税制改正に関する要望（平成11年9月に提出）を行うにあたり、要望の理論整備を留る
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ため、側三和総合研究所に対し先物税制の内外比較等に関する調査を委託し、その調査結果を活用し

た。

(4) 商品取引所法逐条解説研究への助成

関西地援における学者8名による商品取引所法逐条解説を目的とした研究に対し助成を行った。

(5) 先物取引に係る研究語査に対する助成（凶日本商品取引員協会からの継続事業）

①研究調査助成金制度助成対象の選考及び助成

先物取引の研究、語査の促進を目的とした研究調査助成金対象制度に係る募集を国公私立大学、

学会及びシンクタンク等に対し行ったところ、 7件の志募があり、選考委員会による審査を経て、

本年度は次の 6件に対し助成を行った。

－望ましい先物契約のあり方に関する経済理論的分析（単独研究）

・属品先物市場における可変最適へッジ取引率の推計（共同研究）

・商品先物市場におけるマーケットマイクロストラクチャ一理論（共同研究）

・日本の米輸入関税化に伴う短粒覆米の盟擦市場構造・動向に関する研究一米の先物取引可能

性に焦点を当てて（共同研究）

－商品先物価格の時系列分析（共同研究）

・中冨における農産物先物取引の経済的機能に関する研究（共間研究）

② f先物取引研究』の発行及び送付

本研究調査助成金制度の助成対象研究論文を掲載した『先物取引研究』を2田発行し、会員、関

係団体、国内外の大学図書館等に配付した。

(6) 大学講座開設支援（（掛日本商品取引員協会からの継続事業）

①一矯大学商学部における「寄附講座j の開講

東京穀物商品取引所及び東京工業品取引所と合同で、一橋大学商学部において「寄附講座」を開

講した。

講座名：先物市場論

講師，宇佐美洋一橋大学商学部客員教授

② 専修大学経営学部における「経済学特別講義」の開講の協力

専修大学経営学部の経済学特別講義（池本正純教授）の枠組みの中で、 「先物経済Jについての

講義に対する支援として講師 (1名）の派遣を行うとともに、本会会長の講義を行った。

講師：宇佐美洋一橋大学商学部客員教授

(7) 資料室の調設と先物取引関係資料の整備

先物寂引号をはじめとする国内外の関係資料を集めた「資料室」を平成11年8月6日、開設し、会員

及び関係団体等の役職員の利用に供した。

3.広報に関する事業

第 l回広報委員会（平成11年6月2日開催）において、①商品先物取引とその担い手である商品取引

員についての認識を深め、イメージアップに資する（対社会）、宰企業・業界への信頼感と取引の透明

性についての理解の向上に資する（対顧客）、③受託業務等の支援と業務の社会性についての共通理解
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に資する（対業界内）、との広報の基本方針を了承。これに基づき、本年度においては、以下の広報事

業を展開した。

(1) 新聞広告等による普及啓発

一般顧客を対象に、資産運用手段としての商品先物車引について正しい理解を得るため、広報実施

委員会での検討を経て、 5回のシリーズ広告「はっきり知りたい臨品先物取5IJ (1由自と 5回目は

全会員の社名を列記した全7段、他の 3聞は全5段）を、日本経済制rnほか5紙に廷ベ15回実施した。

このシリーズ広告に対して 234名の読者から資料請求があり、 「調品先物取引 ご、案内j f日経

フューチャーズリポートJ等のパンフレットを送付した。

また、商品先物取引に関する特集紙誌面に閥品先物取引制度の啓蒙広告及び協会名の広告を延べ6

回実施した。

【シリーズ広告］ 「はっきり知りたい酪品先物取引」

掲載月 ヘッドコピー 体裁 掲載紙 掲 載 日

11年11月｜分散投資時代の積極策。 全7段 日本経済新！日j 11/ 2 

日経金融新聞 11/25 

日刊工業新聞 11/19 

日本証券新聞 11/19 

株式市場新聞 11/17 

i毎日新聞・夕刊 11/17 （東京、西部版）

11/18 （北海道、大阪版）

11/19 （中部版）

11年12月 ノfートナーの証明。 全5段 日本経済新聞 12/17 

12年 1月 資金は1/10プラス余裕。 全5段 日本経済新開 1/7 

12年2月 情報は自分のデスクで。 全5段 日本経済新聞 2 / 2 （西部版のみ 2/1)

12年 3月 語品先物ピック、、パン。 全7段 日本経済新聞 3/3 

日経金融新聞j 3/7 

日刊工業新聞 3/7 

日本証券新聞 3 /10 

株式市場新聞 3/8 

毎日新聞・夕刊 3/ 7 （酉部版）

3 / 8 （北海道、東京版）

3 / 9 （中部版、大阪版）
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【制度啓蒙広告等〕

内容 タ イ ト Jv 掲載紙誌 体裁 掲載日

制震広告 これからの呂本経誇のもうひとつの支柱で、 日本証券新関 半5段 11年11月30日
ありたい。商品先物市場。

日本農業新開 全5段 12年3月8臼

週刊東洋経済 1頁 11年9月22日

名刺a:告 市場の利痩性を追求する 日本語品先物振 日刊工業新関 題字横 11年5月27日
興協会 11年10月28日

日本経演新関 突出し 11年10月26日

(2) インターネットホームページの開設

社会一般に対し、商品先物取引についての正しい理解に役立つ情報を効率的かっ広範に発信するた

め、本会の事業概況及び会員の情報等を主たる内容とするホームページを、平成12年2丹18Elより開

設した。

(3）啓蒙パンフレットの作成

① 一般向け商品先物取引啓蒙パンフレットの作成・配付

投資家等広く一般に向け、高品先物取引の基礎的知識等についての啓蒙を図ることを呂的として、

商品先物取引のしくみ、商品先物市場の役割、資産通用手段としての魅力、取引の際の注意点等を

簡潔かっ平易に記述したパンフレット「商品先物取引 ご案内Jを作成。新聞広告読者、ホーム

ページ関覧者等からの資料Ui求に対し送付したほか、日経商品先物シンポジウムにおいて配布した。

争産業界向け啓蒙冊子の配付

商品先物取引の経済的機能（公正な価格形成、リスクへッジ機能等）についての認識の向上と産

業界からの商品先物市場利用のメリットについての理解を国るため、 「日経フューチャーズリポー

トj （編集・発行：側日経出版販売）を活用し、関連産業界（銀行・保険等金融業、鉱工業、農林

水産業、商業、製造業、通信・サービス業、各種業界団体等）のビジネスリーダー・実務者のほか、

シンクタン夕、評論家、学識者等の約11,000名に送付した。

• El経フューチャーズリポート 23 「石油上場」

・5経フューチャーズリポート 24 「21世紀へ向けてj

－日経フューチャーズリポート 25 「激動の2000年産業界と先物市場」

(4) 商品取引員名簿の作成

平成11年7月

平成11年11月

平成12年 3月

一般投資家をはじめ広く関係者の利用に資するため、全商品取引員の加入高品市場、本支店所在地、

各種兼業業務等を掲載した「商品取引員名簿」を作成。資料請求者及び関係先に配付した。

(5) 会員向け広報の実施

会員及び関係者に対し協会の事業活動についての島知を図るため、協会会報「JC F I A」を発行

( 1回：平成12年3月）したほか、ファクシミリによる会議概要等の速報「先物協会理信」を18回送

｛言した。
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(6）記者懇談会の潤催

平成11年12月8白、在京商品取引所記者クラブ、業界専門紙誌記者クラブを対象に、業界 4団体

（全商連、補償基金協会、日商協、先物協会）共催による定例記者懇談会を開催。一般紙記者23名、

業界紙誌記者48名、業界関係者42名、計 168名が出賭した。

(7) 「第7回日経商品先物シンポジウム」への参加、協賛（（紛日本商品取引員協会からの継続事業）

平成12年 3月3日、日本経済新聞社主催による f第7四日経商品先物シンポジウムj （テーマ：

「2005年の商品先物動向一一国際水準の市場整嬬に向けて」）が、東京・ロイヤルパークホテルに

おいて開催され、本会は在京 2高品取引所とともに協賛するとともに、ブースにおいて資料（学術研

究論文発表誌「先物取引研究J、啓蒙ノfンフレット「商品先物取引 ご案内」、 「日経フューチャー

ズリポート」）を配付する等により、商品先物取引の普及啓発を行った。

シンポジウムでは、以下の講演・パネル討論が行われた。

基調講演 「21世紀目前～臼本経済復活のシナリオ」 立教大学教授 斎藤精一郎氏

講 演 「今後の経済動向と企業のリスク管理」

側三和総合研究所主任研究員 鵠中雄二氏

パネル討論「ク、、ローパルスタンダードを目指す商品先物業界の今後」

酒巻俊雄氏

児玉ー輔氏

久野喜夫氏

茂木八州男氏

牛村幹男氏

日本商品先物取引協会会長

東京穀物市況調査会理事長

シカゴマーカンタイル取引所東京事務所長

ダイワフューチャーズ側取締役国捺事業部長

（司会） 日本経済新聞社編集局高品部部長

講演会聴講者数約 371人。全体では延べ 600人を超える来訪者があった。

(8）農産物先物取引セミナーの後援

平成12年 2月23日、日本農業新聞主催による「農産物の先物取引セミナー」 （テーマ：「農産物の

先物取引の現状と将来を探る」）が東京・大手町のJAビルにおいて開催され、本会は農林水産省及

び全額連とともにこれを後援した。向セミナーには、 JA、JA連合会、岳治体、その他農業関係者

約 200人が参加。パネル討論では、簡品取引所関係者から先物取引を利用した積極的なリスクへッジ

の必要性を訴えた。

講 演 「新農業基本法下の価格政策と先物取引の意義」

農林水産省商業課長 宮本一員氏

基調講演 「世界の農産物先物市場に学ぶj 問芯社大学教授 杉江雅彦氏

報 告 「農産物先物取引の現状と課題J

鶏卵 中部商品取引所企画部長 鈴木孝三氏

フ守口イラ一 関門商品取引所常務理事 関保喜代氏

野菜・花等 制三和総合研究所副主任研究員根本忠宣氏

パネル討論「農産物価格のリスクマネジメントと農業経営J

ホクレン雑穀課長

東富士養鶏場代表

ρhυ 
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長時ブロイラー産業専務 古賀尤萌氏

日本ノ＼ム冨内チキン部課長 岸本秀昭氏

横浜商品取引所理事事務問長 野村長次氏

関門商品取引所常務理事 関保喜代氏

農林水産省商業課長 宮本一良氏

（司会）東京穀物商品取引所常務理事 榔j祭逸奇氏

(9）大学就職懇談会への助成（（紛日本商品取引員協会からの継続事業）

各地区西品取引員人事部会においては、大学就職部課との情報交換のための懇談会を実施している

が、本会では、高品先物寂引業界の現状について講演する等により、その活動を支援した。懇談会へ

の大学側出席者は、関東、中部、北龍、関西及び西日本の 5地亙で 142校 171名であった。

(10) その他

本会の事業内容についての認識を得るため、協会紹介リーフレット及びパンフレットを作成し、設

立披露ノfーティ（平成11年 4丹88) において記付したほか、各種セミナ一、関係取引先に配付した。

4. その他

(1) 親睦野球大会・チャリティゴルフ大会への助成（（初日本商品取引員協会からの継続事業）

会員の福利厚生及び親睦を図るため、商品取引員親睦野球大会及び全国商品取引毘チャリティゴル

フ大会の運営に協力するとともに、助成を行った。

(2) 商品取引業共済制度の事務運営（｛紛日本商品取引員協会からの継続事業）

会員及び関係間体の役員・従業員の福利厚生を図るため、団体共済保険の募集・給付事務を行った。
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〔資料 1〕会員名簿

会員 名

（機アイメッ クス

（ 栂 ア サ ヒ トラスト

朝日ユニバーすIv貿易側

アスカフューチャーズ（掬

樹アムパック

側アルフィックス

石橋生統制

伊藤忠 7J『子ャイ側

今村証券側

エース交易（械

工グチフューチャーズ（栂

大阪大石商事側

岡地 （掬

岡藤商事側

岡安商事（紛

オム コ （ 掬

オリエ ン ト 貿易欄

オリオン交易制

カネツ翻事（ 総

力ンサイ 7J －子守 ω ズ （掬

関東砂糖 （総

久興商事（掬

協栄物産（栂

（栂共和トラスト

キングコモディティ 証券（紛

櫛 田制

グローパリー側

光陽 ト ラ ス ト（紛

洗揚フューチャーズ（紛

（栂コーワフューチャーズ

コスモフューチャーズ（掬

側小林洋行

五味産業側

（械コ．ム，テックス

米 常商 事側

会員代表者名

代表取締役社長 柴田 勉

代表取締役社長 宮本 勇

代表取締役社長 高橋正光

代表取締役社長 大石俊司

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

逆瀬川弘毅

上村勤

石橋昭彦

八木克彦

今村九治

大庭忠夫

松本義博

大石克彦

土井忠雄

悶景俊

岡本安明

武田譲二

白鳥忠志、

戸舘勇幸

j育水清

阿竹康之

和田文雄

小菅正良

鴛海美裕

村石茂

詞田光雄

櫛田昌弘

高 木保 男

佐藤一義

石 JII清助

大松由畠

小山内博館

組金錦生

五味撃

桜 井 明

安 田 南

1 8 

（平成12年 3月31日現在）

所在地

〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町1-6-9

干1030013 東京都中央産自本橋人形町1-1-1

干541-0046 大阪市中央区平野町18-13 

千460-0008 名古屋市中jg5j~3 14…30 

千5500003 大阪市酉区京lllJ堀1-4寸6

干532-0011 大阪市淀川区西中島115-2 

〒2310023 横浜市中区山下町1

〒107-0052 東京都港区赤坂217 22 

苧920-0906 金沢市十間町25

〒150-0002 東京都渋谷垣渋谷3-29-24

〒460-0011 名古屋市中毘大須21 7 

干542-0081 大板市中央区南船場2-524 

干4600008 名古屋市中区栄3-7-29

干54ト0053 大阪市中央藍本町3-2…11

〒541-0041 大阪市中央jg北浜23 8 

〒104-0061 東京都中央区銀座ト20-14

千810-0004 福間市中央区渡辺通5-2-25

干650-0031 神戸市中央区東IHJl13-1 

千103…0014 東京都中央区日本橋蛎殻町1-11-5

干534-0024 大阪市都島区東野田開29-12 

千103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町1-2-7

干8120013 福間市博多産博多駅東2-528 

〒104-0032 東京都中央区八了堀16 1 

T'103-0007 東京都中央区日本橋浜町260 6 

ヂ530…0047 大阪市北区西天満17 20 

千450-0003 名古屋市中村区名駅南1-7-9

〒461…0004 名古屋市東区葵314 17 

千1030014 東京都中央区日本措蛎殻回J213 6 

干540-0012 大阪市中央区谷田Jl-3-5

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町1-13-15

〒812-0013 福田市博多区博多駅東29-1 

干1030014 東京都中央箆日本橋蛎殻町1-15…5

干5410056 大阪市中央区久太郎町2-5-13

千5500011 大板市西区阿波座1-10-14

〒462-0853 名古屋市北区志賀本通1-45



会員名

悌三喜 踏会

一貴商事（掬

サン・キ？とj｝~ ・マネジメント 側

晃商事側

一幸食品側

品実業（悌

（紛

（掬 富菌店

（槻サンライズ貿易

サ ン ワ ー ド 貿易掛

ジャイコム（隙

上 毛撚 糸側

樹新日本貴志

新 日本商品開

杉 山商 事掛

け－ 7ュ－ ft-1.証券（紛

西友萌事側

ゼネコム側

セントラ JI,-商事側

第一商品（紛

大起産業側

（紛タイセィ・ 3モディティ

太知商事側

側大平洋物産

太陽ゼネラル側

ダイワフューチャーズ側

（掬たかま

チ ュウオ一樹

（掬筒井商店

土井商事側

東京ゼネラル関

東京都中央食糧（協組）

東 陽レックス（的

側トレックス

L悌ナカト ラ

J
Y
 

チ ン側

日 光高品 （掬

B商岩井7ューft-1. ~掬

会員代表者名

代表取締役社長 井上武三

代表取締役会長 Jll路耕一

忠

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役専務

代表取締役

代表取締役会長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

理事 長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

加藤丈博

山本尚之

森島久校

下野 JI慎弘

田 村 嘉 伸

木下鍵

下山嬬雲男

古谷敏明

田 JII i羊

古倉義彦

鈴木二三夫

那須弘

杉山健

吉田｛言明

高播卓爵

牧野隆介

切島俊一

村崎稔

新井紀夫

西田昭博

鈴木明夫

水谷文蔵

中西勝也

大数加祥平

横井挽子

河原裕之

佐藤正明

土井草

飯田克己

高橋圭需

小 Jll 繁

山本善久

溝部美賀

員円

μ
干

T
一
時
開伊

長w品・
立
口

部

場

本

市

鉄

関
非

金

鋼

鉄
鉄

非

所在地

〒750-0006 下関市南部町7g 

干103-0004 東京都中央区東日本橋1§--6 . 

〒150…0031 東京都渋谷区桜丘町31-14

〒103-0007 東京都中央匿日本橋浜町3-423 

ヂ103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町2-16-7

〒1030027 東京都中央rR日本橋32-9 

〒135-0031 東京都江東区佐賀ト11-3

〒650-0021 神戸市中央区三宮町ト11 

干171-0042 東京都豊島区高松11 11 

干060-0042 札幌市中央区大通西4-6-1

干5410041 大阪市中央区北浜23-10 

千371-0804 前橋市六供町370

千541…0053 大阪市中央藍本町シ4-10

干1040061 東京都中央区銀鹿シ14-13

千103-0016 東京都中央区日本橋小網開13-3

〒812-0011 福岡市博多区博多駅前12-5 

千103-0012 東京都中央区日本橋堀留町110 11 

干542-0082 大破市中央区島之内120-19 

千103-0014 東京都中央毘日本橋蛎殻町1-7-9

〒150-0045 東京都渋谷区神泉町10-10

〒460-0003 名古雇市中区錦22-13 

〒541-0053 大阪市中央区本町22 7 

〒103-0025 ］~f京都中央区呂本橋茅場町1-13-13

〒103-0016 東京都中央産自本橋小錦町17…17

干1040061 東京都中央区銀座812-7 

千105-0022 東京都港区海岸1-11-1

千453-0015 名古屋市中村区権問Tト32

ヂ460…0008 名吉屋市中区栄3-21-23

千650…0035 神戸市中央区浪花町59

T'460-0008 名古屋市中区栄2-8-5

〒1056030 東京都港霞虎ノ門43 1 

〒103-0016 東京都中央区日本橋小網町16-16

干104-0033 東京都中央区新j111-17-24 

〒461…0005 名古屋市東区東桜1-9-26

干7500006 下関市南部町19-1

ヂ108-8405 東京都港rR芝4ート23

代表取締役社長 久保勝長 干1030004 東京都中央匿東自本橋2-13-2

代表取締役社長 橋本昌明 干1030014 東京都中央区日本矯蛎殻町ト39-5
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会員名

目進貿易制

日本アクロス（的

日本生糸販売（農協連）

日本交易関

白木農産物（槻

日本ユニコム欄

（紛ハ←ベスト 7ュ－ ft-1.

議成プライムキ十日Iv証券側

高成プライムキ十日jレ7rft-J.~槻

フジチュー（槻

（紛フジト

フジフューチャーズ（紛

北 農商品側

北辰物産（紛

松村（紛

側丸市臨店

丸 梅側

丸紅（的

丸 村（機

マルモト（紛

三井物産 7~ f十－J. （紛

三菱簡事 71-ft J. ~捕

、リオン貿易（紛

明治物産（槻

山前商事（槻

山大商事（掬

大和産業（槻

山文産業（梼

豊商事側

側ユニテック ス

和洗フューチャーズ（紛

会員代表者名 所在地

代表取締役社長 太田幸作 〒060-0001 札根市中央箆北 1条西33 27 

代表取締役社長

代表理事会長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

松本猛

茂木雅雄

篠原定功

野坂和司

二家勝明

佐藤賜紀

千541-0054 大阪市中央区南本町2-6-12

〒2310003 横浜市中区北仲通557 

ヂ160-0023 東京都新宿区西新宿7-4-4

〒060-0003 札幌市中央区北3条西1-101 

〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻時1-38…11

〒150-0002 東京都渋谷区渋谷2-11-14

京都市中京区烏丸通御池上ル
代表取締役社長 藤井史郎 ヂ604-0845

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役専務

代表取締役社長

鉄軽金属本部長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役社長

古川修己

藤田 1,lf布

石時賞

坂井康明

長畠敏彦

松尾碩男

松村千費雄

城ノ戸大吉郎

新保健一郎

綿引充

村橋賓

高橋邦紀

河島毅

臼木普勝

村上弘

鈴木敏夫

安部右三

田 中 借

Jll本英夫

前 Jll恭 幸

多々良義成

橋本隆

飛田茂

ハUn
，L

M
 

二条殿町538

〒104-0033 東京都中央区新Jlll-21-2

千540-0036 大阪市中央区船越町2ーシ7

T'169-0072 東京都新宿区大久保13-17 

〒103-0022 東京都中央ig日本橋室町18 6 

〒1068610 東京都港毘西麻布3-2寸

千103-0025 東京都中央区日本絹茅羽田Tl…9…2

〒231-0013 横浜市中区住吉H可1-13

千135-0031 東京都江東区佐賀l…7-1

〒1030025 東京都中央毘日本橋茅場回J2-8-1

千541-8588 大阪市中央区本町2…5-7

〒491-0858 一宮市栄ト11-8

ヂ550-0011 大阪市西区阿波盛ト13-16

〒103-0024 東京都中央区日本橋小舟町6-6

干103-0013 東京都中央区日本絹人形町1-14-8

千460…0002 名古屋市中区丸の内18 20 

干103-0013 東京都中央区日本橋人形町11 23 

干105-0013 東京都港区浜松町2-2-12

千104…0033 東京都中央区新川1-212 

干451-0043 名古屋市西区新道1-14-4

干1010032 東京都千代田区岩本町2-5…12

干103-0014 東京都中央区白本橋蛎殻町1-16…12

干5410048 大阪市中央区瓦町47 4 

〒541-0056 大阪市中央区久太郎町1-9-26

以上 104社



〔資料 2〕日本商品先物振 興協会組織国

監事

会
b

’かが小
ム一品

理事会

事務 局

4
E
lみ

円
，
山

（平成12年 3月31日現在）

〔常設委員会〕

総務委員会

制度政策委員会

広報委員会

ビジョン検討特別委員会

（平成12年 3月末解散）

総務部門

企画調査部門



〔資料 3〕事務局職員の採用聞異動

1 .採用

役 職 名 採用年月日 氏 名

事務局次長 平成11年 4月 1日 杉原吉兼

調査役（特命事項担当） 平成11年 4月 1日 小林保人

企画調査部門課長代理 平成11年 4月 1日 鈴木 l-5手

企画調査部門係長 平成 山 丹 1自 l港湾純子

総務部門主任 平成立年 4月 1日 釜塘光恵

企画調査部門 平成11年 4月 1日 小河 哲

2.退職

役 職 名 退職年月日 氏 名

総務部門主任 ｜平成昨 3月31日 釜堀光恵

金額調査部門 平成12年 3月31日 lj＼ 河 哲

-2 2 -



川 相 馬 叫 叫 翰 細 川 浩 輔 狸 議 鎖 的 畑





1 .平成 1 1年度収支計算書

自 平成 11年 4月 1B 

~ 平成 12年 3月31日

（収入の部）

科 自 予算額 決算額 蓑 異 摘 要

円 円 円

入会金収入 。 200,000 ム 200,000 会員 2社

tτz』:;;: 費 収 入 516,848,000 528,639,320 ム 11.791,320 定額会費・定率会費

分割譲渡資産受入収入 366, 736,000 366, 736,681 ム 681 IEl日商協より受入

退職給与引当金受入収入 。 31. 697, 707 ム 31.697. 707 出自商協より受入

雑 収 入 1,500,000 1, 493, 643 6,357 創立祝金及び預金利息等

当期収入合計（A) 885,084,000 928, 767,351 ム 43,683,351

前期繰越収支差額 。 。 。
収 入 tロ~ 計（ 8) 885,084,000 928. 767,351 ム 43,683,351

（支出の部）

（注）差異のム印は校入増を示す。

科 自 予算額 異決算額 差 摘 要

事 業

円

259,391,000 

18, 282,000 

18,282,000 

費

1.制度改善推進事業費

制度改善推進貨

2.企酉調査事業費

制度調査研究費

98,822,000 

43,279,000 

調査研究支援費 18,840,000 

調査資料蒐集費

統計資料作成費

大学講座開設費

3.広報事業費

広報事業検討費

8,820,000 

17,220,000 

10,663,000 

142, 287.000 

5,280,000 

166,038, 144 

13. 078, 282 

13,078,282 

56,990,309 

28, 321, 333 

11, 173, 061 

7,214,848 

0 

10, 281, 067 

95, 969, 553 

882, 638 

円 円

93,352,856 

5, 203, 718 

山，718 I制度政策委員会運営費、

JCFIAセミナー開催諸費

41,831.691 

14. 957. 667 I委託調査費、学者研究会

支援費

7, 666, 939 I学街研究助成立、研究発

表誌発行費

1, 605, 152 I資料室図書等

17, 220, ooo I 

381. 933 I先物関連講盛運営諸費

46. 317. 447 I 

4, 397, 362 I広報委員会・問実施委員

会運営費

-2 3 -



手ヰ 自 異予算額 決算額 差 摘 要

広 報実施費

パンフレット作成等諸費

各種セミナ一関鎧費

求人支援業務費

事務所費

給与費

福利厚生資

旅費交通費

通信 !f!l

f十 器 備品質

図書印刷j費

会議費

消耗品費

借料及損料

水 道光熱費

諸費

退職給与引当韻金支出

意リ
欄 .... 

.lL 費

敷金・保証金支出

運営準備積立預金支出

予儲費

円

77, 553, 000 

34,467,000 

17,346,000 

7, 641, 000 

200,349,000 

106, 510, 000 

11, 123, 000 

13,506,000 

2,220,000 

525,000 

4,473,000 

4,625,000 

1, 638, 000 

38,270,000 

1, 260, 000 

6,807,000 

9,392,000 

28,875,000 

19,200,000 

347,269,000 

30,000,000 

円

55,256,820 

24,946,618 

8,613,657 

6,269,820 

157, 188, 800 

57, 703,834 

7,312,683 

5,275,860 

1, 577, 541 

433,849 

2,028,308 

1, 953, 818 

1, 223, 300 

36,820,536 

464,244 

5, 354, 115 

37,040, 712 

円

山 180I新聞雑誌イン日

ット広報実施諸費

仏 肌382I啓蒙パンフレット・商品

取引員名簿・会報等作成

日間3I記者懇談会開催費、先物

シンポジウム協賛費

1, 371, 180 i大学就職部課懇談会助成

43, 160,200 

48, 806, 166 I役職員報酬給与

3,810,317 I社会保験料事業主負担等

8, 230, 140 I理事会等招集旅費

642, 459 I屯話料.!Ji~便料等

gi, 1s1 I ~J~務局器異等II詩人費

2, 444, 692 I一般執務局図当購入費、

諸会議資料等作成費

2, 671. 182 I理事会等開催費

414, 100 I 事務用消耗品費

L 449, 464 I：事務所借料・管理費、各

種OA機器リース料等

795, 756 I事務所屯気料金

L 452, 885 I関係先慶弔・交擦費等

ム 21.648. 112 I 退Jfil恰与引当金（一部）

41. 513 I事務所造作・什器購入費

設立パーティ開催諸費

19, 668, 960 I ム 468, 960 I安田生命鎧橋ビル

416, 736. ooo Iム 69,467, ooo I運営準備金（全額）

28,833,487 

。I 30, ooo. ooo 

当期支出 合計 cc) I 885, 084, ooo 

さ話賠収支差額（A）ー（C)I 0 

次期繰越収支差額（B）一（C)I 0 

788,46叩 1I 96. 618. 609 
140. 301 960 Iム140301 96 0 

140, 

必

4
・

0
／

ω
 

（注）差異のム~nは支出増を示す。



2 .正味財 産増減計算書

自 平成 11年 4月 1B 

至 平成 12年 3月 31日

単位向

科 自 金 額

増加の部

1. 資産増加額

当期収支差額 140, 301, 960 

什器備品購入額 9,563,054 

敷金増加額 19,668,960 

退職給与引当預金増加額 37,040, 712 

運営準備積立頭金増加額 416, 736,000 623, 310, 686 

2. 負積減少額 。 。

増 加 額 合 計 623, 310, 686 

]] 減少の部

1. 資産減少額

什器備品減価償却額 1, 533, 330 1, 533, 330 

2. 負債増加額

退職給与引当金繰入額 41, 594, 537 

運営準備金繰入額 416, 736,000 458,330,537 

減少額合計 459,863,867 

当期正味財産増加額 163,446,819 

前期繰越正味財産額
。

期末正味財産合計額 163,446,819 

Fhυ 
n／

わ
】



3，貸 対 B~ 表

〔平成 12年 3月 31日現在〕

単位円

科 目 金 額

資産の部

1.流動資産

現金預金 140, 531, 193 

流動資産 5十 140, 531, 193 

2. 固定資産

イ十器備品 8,029, 724 

事文 金 19,668,960 

退職給与引当預金 37,040, 712 

運営準嬬積立預金 416, 736,000 

屈定資産合計 481, 475, 396 

資 産 よEコ"'- 5十 622,006,589 

I1 負債の部

1.流動負積

預り 金 229,233 

流動負債合計 229,233 

2. 回定負債

退職給与引当金 41, 594, 537 

運営準備金 416, 736,000 

閤定負寝合計 458,330,537 

負 債 iにkJ 言十 458,559, 770 

亜 味財産の部

正味財産 163,446,819 

（うち当期正味財産増加額） (163, 446, 819) 

負債及び正味財産合計 622,006,589 

ρ
h
u
 

ワゐ



4 .財 産 自 録

〔平成 12年 3月 31日現在〕

単位ー円

科 自 金 額

資産の部

1.流 動資

現 金（手許現金在高） 169,345 

普通預金（富士銀行他5行） 10, 361, 848 

定期預金（富士銀行他2行） 130,000,000 

流動資産合計 140, 531, 193 

2. 盟定資産

什器備品（事務所造作・書棚等） 8,029, 724 

蚊 金（事務所差人分） 19,668,960 

退職給与引当預金（富士銀行他 1行） 37,040, 712 

運営準備積立頭金（富士銀行他2行） 416, 736,000 

国定資産合計 481, 475, 396 

資 産 5十 622,006,589 

Il 負債 の部

1.流動負債

子員り金（社会保険料個人負担分） 229,233 

流動負債合計 229,233 

2. 酉 定負依

退職給与引 41, 594, 537 

運営準備金 416, 736,000 

間定負債合計 458,330,537 

負 f蓋 計 458,559, 770 

正 味 財 産 163,446,819 
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5 .計算書類に対する注記

1.重要な会計方針

(1) 国定資産の減｛話器却について

什器備品 定率法による減価償却を実施している。

(2) 引当金の計上基準について

退職給与引当金

(3) 資金の範囲について

資金の範囲には、現金・預金、未収金・未払金及び立替金・預り金を含めてし情。なお、当期末残高は

期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

下記2に記載のとおりである。

2. 次期繰越収支差額の内容は、次のとおりである。

（単位：丹）

手キ 自 当期末残高

現金 預 金 140, 531, 193 

iコ'.>... 5十 140, 531, 193 

未 払 金 。
預 り 金 229,233 

f' コ 言十 229, 233 

次期繰越収支差額 140,301,960 

3. 毘定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

干キ 自 取得錨額 減価償却累計額 当期末残高

｛十器備品 9,563,054 l, 533, 330 8,029, 724 

ぷEコ〉、 言十 9,563,054 l, 533, 330 8,029, 724 

【参考］

退職給与引当金 41, 594, 537 

日高協受入分 31,697, 707 

当期繰入額 9, 896, 830 

運営準備金 416, 736,000 

日酉協受入分 366, 736,681 

当期繰入額 49,999,319 

口凸
の〆臼



陣 醐 期 時 醐





距t-
.mJ.. 査 報 とヒ

Eコ 書

平成12年 5月8日

監事 太 田 幸 作 EP 

監事 岡 本 安 明 EP 

監事 木下 健 円
け
「

「↑ド

監事 鈴 木 敏 夫 円
H
ド

「↑ぃ

日本商品先物振興協会監事 4名により、設立初年度にあたる平成11年度（平成11年 4月 1

日から平成12年 3月31日まで）における事業の執行状況及び会計の処理状況について、関係

書類及び会計帳簿等に基づき監査を実施した結果、その業務及び会計の処理は、定款、経理

処理規程等の諸規程に員IJり、かっ、下記の事業報告書及び財務諸表の表示方法は、関係諸法

令及び、公益法人において一般に公正妥当なものとして採用されている会計慣行の定めるとこ

ろに準拠し、それぞれ当該年度中における事業執行の状況と資産・負債の状態並びに収入・

支出及び資金の調達源泉とその運用の状況とを適正に表示しており、総体として本決算は適

法かっ適正なものと認めたのでご報告いたします。

言5

1. 平成11年度事業報告書

2. 平成11年度決算財務諸表

(1) 収支計算書

(2) 正味財産増減計算書

(3) 貸借対照表

(4) 財産自録

(5) 計算書類に対する注記
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